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介護給付費の増加要因について検討し，その状況にあった対策を考察することを目的とした。
平成15年３月に県内20の単独保険者全市に調査票を送付し，回答の得られた13保険者（市）

の平成13年５月と平成14年５月の介護給付の状況を調査した。その調査票をもとに，平成13年
から14年にかけての介護給付費の増加要因を検討した。また，各自治体の高齢者の割合を含め，
その増加要因を類似性のある保険者（市）ごとにまとめるため，クラスター分析と主成分分析
を行った。
各保険者（市）はその増加要因が，利用者割合（％）（以下，利用者割合）が大きく寄与し

ているか，利用者における１人当たり平均給付額（以下，１人当たり平均給付額）が大きく寄
与しているかによって分類され，それによって地域の特性も明らかとなった。また，クラス
ター分析，主成分分析の結果により，各保険者（市）は，「利用者割合の増加の寄与が大きく，
65歳以上人口割合が比較的大きい地域」「利用者割合の増加の寄与が大きく，65歳以上人口割
合が比較的小さい地域」「１人当たり平均給付額が他と比較して顕著な保険者（市）」「総給付
額が他と比較して顕著な保険者（市）」の４つに分類された。
介護保険ですでに収集しているデータを用いることで増加要因とその対策の検討など，地域

公衆衛生行政に役立つ分析が可能である。
介護保険，サービス利用者の増加，財政の健全化，高齢者，介護給付費の増加要因

Ⅰ

2000年４月に導入された介護保険制度は制度
として確立し，利用者も増加している。介護の
社会化という目的から考えて，このような傾向
は望ましいことである一方，サービス利用者の
増加は，介護保険財政を今後どのように維持・
健全化していくのかという難しい問題を提起し
ている。要介護高齢者が多い保険者では，より
多くの負担を被保険者である住民に求めること
になるため，その財政の健全化のために，各自
治体は高齢者の健康を維持するための仕組みを
構築していく必要がある。

本研究では，介護給付費の増加要因について
検討し，その状況にあった対策を考察すること
を目的とした。

Ⅱ

対象は福岡県内の保険者である。平成15年３
月に県内20の単独保険者全市に調査票を送付し，
回答の得られた13保険者の平成13年５月と14年
５月の介護給付の状況を調査した。本分析では，
そのうちのデータについて検討した。

40― ―



第54巻第８号「厚生の指標」2007年８月

1) 介護給付費については，介護給付総額を
，第１号被保険者数をＮ，利用者割合をＲ，

１人当たり平均給付額をＣとすると以下の式が
成立する。

＝Ｎ×Ｒ×Ｃ……①
この式を以下のように展開する。

両辺の対数をとると，
＝ ＋ ＋ ……②

となる。
さらに両辺を時間ｔについて微分すると，
Δ ／ ＝ΔＮ／Ｎ＋ΔＲ／Ｒ

＋ΔＣ／Ｃ……③
となり，介護給付費の増加率は，第１号被保

険者数の増加率，利用者割合の増加率，１人当
たり平均給付額の増加率の和に分解できる。
また，介護給付費の増加率が第１号被保険者

数の増加率，利用者割合の増加率，１人当たり
平均給付額の増加率のいずれに影響を受けてい
るかをみるために寄与割合（％）（以下，寄与
割合）も算出した。各増加率の介護給付費の増
加率に対する寄与割合の算出方法は以下のとお
りである。

○○の増加率
の寄与割合 ＝

○○の増加率×100
介護給付費の増加率

……④

これらの式を使って，福岡県内の13保険者に
おける平成13年から14年にかけての介護給付費
の増加要因を検討した。
2) 各自治体の高齢者の割合を含め，その増

加要因を類似性のある保険者（市）ごとにまと
めるため，65歳以上人口割合，75歳以上人口割
合，65歳以上親族のいる一般世帯数の割合，65
歳以上高齢者単身世帯数の割合，75歳以上高齢
者単身世帯数の割合，65歳以上高齢者夫婦世帯
数の割合，在宅･施設合計の介護給付総額の変
化率，第１号被保険者数の変化率，利用者割合
の変化率，１人当たり平均給付額の変化率を変
数とし，クラスター分析と主成分分析を行った。
統計解析を行うに当たっては，

を使用した。
また，1995年と2000年の国勢調査の結果を用

いて，各保険者（市）ごとの65歳以上人口およ

び高齢者世帯（65歳以上高齢者単身世帯＋65歳
以上高齢者夫婦世帯）を求め，その増加率との
関連についても分析を行った。

Ⅲ

在宅・施設合計における総給付額は，10.5％
増加しており，その内訳では，利用者割合の増
加の寄与が大きく（寄与割合154.7％），１人当
たり平均給付額の減少（寄与割合－74.1％）の
効果を相殺している。在宅は，総給付額で27.0
％と大きく増加しているが，そのほとんどは利
用者割合の増加（寄与割合91.3％）によってい
る。施設の総給付額の伸びは1.9％でほとんど
同じ水準にある。

在宅･施設合計における総給付額は，11.3％
増加しており，その内訳では，利用者割合の増
加の寄与が大きく（寄与割合129.5％），１人当
たり平均給付額の減少（寄与割合－52.3％）の
効果を相殺している。また，第１号被保険者数
の伸びの寄与割合（28.2％）も比較的高い。在
宅は，総給付額で25.7％と大きく増加している
が，そのほとんどが利用者割合の増加（寄与割
合85.9％）によっている。施設の総給付額の伸
びは0.9％でほとんど同じ水準にある。

在宅・施設合計における総給付額は，3.4％
の増加と小さな伸びとなっている。その内訳で
は，第１号被保険者数の増加と利用者割合の増
加の寄与が大きい（寄与割合はそれぞれ249.2
％，128.2％）が，１人当たり平均給付額の減
少（寄与割合－254.6％）により，その影響は
縮小している。在宅は，総給付額で21.5％と大
きく増加しているが，そのほとんどは，利用者
割合の増加（寄与割合81.6％）によっている。
また，第１号被保険者数の伸びの寄与割合
（39.6％）も大きい。施設の総給付額の伸びは
－3.4％である。
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2000年 2001年

総給付額
（円）

第１号
被保険
者数
（人）

利用
者数
（人）

利用者
割合
（％）

１人当たり
平均給付
額（円）

総給付額
（円）

第１号
被保険
者数
（人）

利用
者数
（人）

利用者
割合
（％）

１人当たり
平均給付
額（円）

直方市
宗像市
古賀市
筑紫野市
春日市
大野城市
太宰府市
筑後市
甘木市
大牟田市

北九州市
中間市
行橋市
直方市
宗像市
古賀市
筑紫野市
春日市
大野城市
太宰府市
筑後市
甘木市
大牟田市

北九州市
中間市
行橋市
直方市
宗像市
古賀市
筑紫野市
春日市
大野城市
太宰府市
筑後市
甘木市
大牟田市
大川市

直方・鞍手地区

粕谷・宗像地区

筑紫地区

八女・筑後地区
甘木・朝倉地区
有明地区

京築地区
直方・鞍手地区

粕谷・宗像地区

筑紫地区

八女・筑後地区
甘木・朝倉地区
有明地区

京築地区
直方・鞍手地区

粕谷・宗像地区

筑紫地区

八女・筑後地区
甘木・朝倉地区
有明地区
久留米地区

久留米地区 大川市

大川市久留米地区

北九州地区

行橋市京築地区
中間市
北九州市

在宅・施設

北九州地区

在宅

北九州地区

施設
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在宅・施設合計における総給付額は10.8％増
加しており，その内訳では，利用者割合の増加
の寄与が大きく（寄与割合164.2％），１人当た
り平均給付額の減少（寄与割合－72.1％）の効
果を相殺している。在宅は総給付額で31.7％と
大きく増加しているが，そのほとんどは利用者
割合の増加（寄与割合98.2％）によっている。
施設の総給付額の伸びは1.4％でほとんど同じ
水準にある。

在宅・施設合計における総給付額は，30.7％
増加しており，その内訳では，利用者割合の増
加の寄与が最も大きいが（41.5％），１人当た
り平均給付額の増加および第１号被保険者数の
増加もそれぞれ正の寄与割合を示している（そ
れぞれ38.0％，12.4％）。在宅は，総給付額で
53.6％と大きく増加しているが，寄与割合をみ
ると利用者割合の増加（32.5％）と１人当たり
平均給付額の増加（48.5％）の２つの効果が大
きい。施設の総給付額の伸びは10.5％で，他の
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変化率（％) 寄与割合（％)

総給付額
第１号
被保険
者数

利用者
割合

１人当たり
平均給付額

第１号
被保険
者数

利用者
割合

１人当たり
平均給付額
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保険者と比べると大きい伸びとなっている。

在宅・施設合計における総給付額は，207.4
％増加しており，その内訳では，１人当たり平
均給付額の増加の寄与が大きい（寄与割合82.0
％）。在宅は，総給付額で42.3％と大きく増加
しているが，寄与割合をみると利用者割合の増
加（41.2％）と１人当たり平均給付額の増加
（37.7％）の２つの効果が大きい。施設の総給
付額の伸びは748.0％で，他の保険者と比べる
と極めて大きい伸びとなっている。その内訳を

みると，１人当たり平均給付額の伸びの寄与割
合が大きい（100.9％）。

在宅・施設合計における総給付額は7.8％の
増加で，その内訳では，利用者割合の増加の寄
与が大きく（寄与割合107.3％），１人当たり平
均給付額の減少（寄与割合－71.4％）の効果を
相殺している。また，第１号被保険者数の伸び
の寄与割合（68.4％）も比較的大きい。在宅は，
総給付額で22.4％と大きく増加しているが，そ
のほとんどは利用者割合の増加（寄与割合71.0

％）によっている。施設の総給付額の伸
びは1.3％でほとんど同じ水準にある。

在宅・施設合計における総給付額は，
15.8％増加しており，その内訳では，利
用者割合の増加の寄与が大きく（寄与割
合100.5％），１人当たり平均給付額の減
少（寄与割合－31.5％）の効果を相殺し
ている。また，第１号被保険者数の伸び
の寄与割合（32.7％）も比較的大きい。
在宅は，総給付額で22.2％と大きく増加
しているが，そのほとんどは利用者割合
の増加（寄与割合98.3％）によっている。
また，第１号被保険者数の伸びの寄与割
合（23.3％）も比較的大きい。施設の総
給付額の増加率は12.8％で大きい伸びを
示している。その内訳をみると，第１号
被保険者数，利用者割合，１人当たり平
均給付額のいずれも２けた以上の寄与割
合となっている。

在宅・施設合計における総給付額は，
11.8％増加しており，その内訳では，利
用者割合の増加の寄与が大きく（寄与割
合129.6％），１人当たり平均給付額の減
少（寄与割合－56.3％）の効果を相殺し
ている。また，第１号被保険者数の伸び
の寄与割合（32.8％）も比較的大きい。
在宅は，総給付額で48.9％と大きく増加
しているが，利用者割合の増加（寄与割
合66.5％）による。施設の総給付額の伸
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総人口
（人）

65歳以上
人口割合
（％）

75歳以上
人口割合
（％）

65歳以上
親族のい
る一般世
帯数の割
合 (％)

65歳以上
高齢者単
身世帯数
の割合
（％）

75歳以上
高齢者単
身世帯数
の割合
（％）

65歳以上
高齢者夫
婦世帯数
の割合
（％）

要因１1) 要因２2) 要因３3)

中間市
直方市
北九州市
大牟田市
大川市
甘木市
行橋市
筑後市
筑紫野市
春日市
太宰府市
宗像市

注 1) 要因１：高齢者人口と高齢者世帯の割合に関連した成分と判明
2) 要因２：総給付額の増加率と１人当たり平均給付額の増加率に関連した成分と判定
3) 要因３：総給付額の増加率と利用者割合の増加率に関連した成分と判定
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びは0.9％でほとんど同じ水準である。

在宅・施設合計における総給付額は，7.1％
の増加で，その内訳では，利用者割合の増加の
寄与が大きく（寄与割合94.7％），１人当たり
平均給付額の減少（寄与割合－25.0％）の効果
を相殺している。また，第１号被保険者数の伸
びの寄与割合（30.5％）も比較的大きい。在宅
は，総給付額で14.6％と増加しているが，利用
者割合の増加（寄与割合80.2％）による。施設
の総給付額の増加率は4.1％である。

在宅・施設合計における総給付額は15.5％増
加しており，その内訳では，利用者割合の増加
の寄与が最も大きい（57.4％）が，１人当たり
平均給付額と第１号被保険者数の増加も２けた
以上の正の寄与割合を示している（それぞれ
25.0％，13.5％）。在宅は，総給付額で38.4％

と大きく増加しているが，寄与割合をみると利
用者割合の増加（寄与割合46.6％）と１人当た
り平均給付額の増加（寄与割合39.0％）の２つ
の効果が大きい。施設の総給付額の伸びは7.6
％で，他の保険者と比べると大きい伸びとなっ
ている。内訳をみると，１人当たり平均給付額
の伸びの寄与割合が大きい（117.6％）。

在宅・施設合計における総給付額は，6.5％
増加しており，その内訳では，利用者割合の増
加の寄与が非常に大きく（198.3％），１人当た
り平均給付額の減少（寄与割合－105.2％）の
効果を相殺している。在宅は，総給付額が65.4
％と大きく増加しているが，寄与割合をみると
利用者割合の増加（寄与割合31.7％）と１人当
たり平均給付額の増加（寄与割合53.9％）の２
つの効果が大きい。施設の総給付額は－3.0％
減少している。

在宅・施設合計における総給付額は8.5％増
加しており，その内訳では，利用者割合の増加
の寄与が大きく（177.1％），１人当たり平均給
付額の減少（寄与割合94.7％）の効果を相殺し
ている。在宅は，総給付額が33.8％と大きく増
加しているが，寄与割合をみると利用者割合の
増加（73.6％）の効果が大きい。施設の総給付
額の増加率は0.8％である。

は各保険者
（市）の介護給付費
の増加要因の類似性
に着目して，クラス
ター分析を行った結
果を示したものであ
る（クラスター分析
は平方ユークリッド
距離によるグループ
間連結法を採用した。
なお，古賀市は，総
給付額の増加率が他
市と比較して，顕著
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1995年 2000年 1995年から2000年の間の増加率

65歳以上
人口(人)

65歳以上
人口割合
（％）

高齢者
世帯
(世帯)

高齢者
世帯人
口割合
（％）

65歳以上
人口(人)

65歳以上
人口割合
（％）

高齢者
世帯
(世帯)

高齢者
世帯人
口割合
（％）

総人口
（％）

65歳以上
人口(％)

高齢者
世帯
(世帯)

県全体
北九州市
中間市
行橋市
直方市
宗像市
古賀市
筑紫野市
春日市
太宰府市
筑後市
甘木市
大牟田市
大川市

1995年 2000年 1995年から2000年の間の増加率

75歳以上
人口割合
（％）

75歳以上
人口割合
（％）

総人口
（％）

75歳以上
人口
（％）

県全体
北九州市
中間市
行橋市
直方市
宗像市
古賀市
筑紫野市
春日市
太宰府市
筑後市
甘木市
大牟田市
大川市
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であったため，こ
こでの分析から除
外している）。

は に対
応する順序で各保
険者（市）の人口
構造と総給付額の
増加要因とともに
示したもので，各
保険者（市）の介
護給付費の増加要
因の類似性を主成
分分析（無回転）
で分析した結果も
示した。要因１は，
上位３保険者（市）が中間市，直方市，大牟田
市であった。 の項目で，それらの市が共通
的に上位を占める項目から「高齢者人口と高齢
者世帯の割合」に関連した成分と判定した。同
様に，要因２は「総給付額の増加率と１人当た
り平均給付額の増加率」に関連した成分，要因
３は「総給付額の増加率と利用者割合の増加
率」に関連した成分と判定した。
以上の２つの分析により，13保険者（市）は

その介護給付費の増加要因と人口構造の特徴か
ら以下のように分類された。
1) 利用者割合の増加の寄与が大きく，65歳以
上人口割合が比較的大きい地域：北九州市，
中間市，直方市，行橋市，筑後市，甘木市，
大牟田市，大川市

2) 利用者割合の増加の寄与が大きく，65歳以
上人口割合が比較的小さい地域：筑紫野市，
春日市，太宰府市

3) １人当たり平均給付額が他と比べて顕著な
保険者（市）：宗像市
4) 総給付額が他と比べて顕著な保険者（市）
：古賀市

は1995年および2000年の65歳以上人口と
高齢者世帯を，その変化率とともに13保険者
（市）別に示したものである。2000年の65歳以
上人口は中間市，直方市，甘木市，大牟田市，
大川市でいずれも20％以上と大きい割合を示し

ている。2000年の高齢者世帯をみると，古賀市，
筑紫野市，春日市で10～11％台と低く，中間市，
直方市，大牟田市が20％以上と高い割合を示し
ている。

は1995年および2000年の75歳以上人口
（いわゆる後期高齢者人口）をその変化率とと
もに13保険者（市）別に示したものである。
2000年の75歳以上人口は中間市，直方市，甘木
市，大牟田市，大川市でいずれも８％以上の高
い割合を示している。絶対数の伸びおよび増加
率は古賀市，筑紫野市が顕著に高かった。

45― ―



第54巻第８号「厚生の指標」2007年８月

Ⅳ

福岡県の介護給付費増加の構造には，その要
因と人口構造の特徴からみて地域的パターンが
あることが明らかとなった。

大都市地域では，介護給付費増加の主要な部
分が対象者の増加によるものと考えられる。北
九州市は人口100万人を超える政令指定都市で
あり，65歳以上人口も194,250人1)と他市と比
べて顕著に多いことがわかる。65歳以上人口割
合はそれほど高いというわけではないが，絶対
数が多いことは，介護給付費増加に影響してい
ると考えられる。１人当たり平均給付額が減少
しているという今回の結果は，要介護度が軽度
の高齢者の利用が多かったことを示唆している。
これまでの調査結果によると，その多くは，関
節症や骨の密度及び構造の障害といった整形外
科的な傷病が原因で介護サービスを必要として
いる2)4)6)。日医総研の報告書などが示している
ように，このような高齢者に対して適切なリハ
ビリテーションプログラムが提供されないと，
将来要介護度が重度となる可能性が高いことも
あるため，彼らを標的集団として対策を講ずる
ことは，財政の健全化，高齢者の健康維持・増
進という点で効果的である。高負荷筋力増強ト
レーニングを特徴とする包括的高齢者運動ト
レーニングが，高齢者の身体機能を改善し，要
介護の危険因子を減少させることが報告されて
おり3)，今後，リハビリ教室，歩き方教室，筋
力向上トレーニングなどの転倒予防のための健
康づくりプログラムを実施していくことが，そ
の対策として有用と考える。

行橋市は，65歳以上人口割合が他と比べて，
それほど大きな違いがないにもかかわらず，利
用者割合や給付総額の伸びが小さかった。その
要因として，同市が介護保険導入当初より介護
予防事業に重点をおいていることが指摘できる。

介護保険の認定審査で非該当（自立）となった
者を対象に介護予防事業を展開しており，その
事業の対象者が１年以内に介護保険制度の対象
者になる確率は非常に低く，財政的にも効果が
あることが報告されている5)。非該当となった
高齢者も，何らかの支援がなければ近い将来に
要介護状態になる確率は大きいため，高齢者の
生活の質を維持・向上させながら利用者割合の
増加を抑制する方法として，介護予防事業はた
いへん重要である。

これらの地域は，65歳以上人口，75歳以上人
口の割合がともに他と比べて大きい地域である。
１人当たり平均給付額が減少しているという結
果は，軽度の要介護高齢者の利用が多いことが
推測でき，彼らを標的集団として対策を講じる
一方，後期高齢者層の増加によって予想される
重度の要介護高齢者への対応も必要である。そ
のためには十分な在宅ケア支援体制の確立と，
在宅サービスとバランスのとれた施設ケア体制
の充実，特に，施設の量的・質的充実があげら
れる。今後，介護する側，介護される側のさら
なる高齢化が予想され，介護する側の介護負担
軽減対策と介護される側の要介護度重度化回避
策を講じていくことが有用と考える。具体的に
は，ケア対応住宅の建設や軽度の要介護高齢者
に対する介護予防事業などを実施していくこと
が有用と考える。

これらの市は，福岡市近隣の新興住宅地域で，
65歳以上人口割合，高齢者世帯割合が他と比べ
て小さいという特徴がある。１人当たり平均給
付額が減少しているという結果は，軽度要介護
度の高齢者の利用が多かったと推測できる。腰
痛や膝関節症といった整形外科的疾患を標的に
した介護予防事業を行うことが，財政の健全化，
高齢者の健康の維持・増進という点で効果的と
考える。
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宗像市では，在宅の利用者割合，１人当たり
平均給付額が他市と比べて大きく増加していた。
これは，在宅で要介護度が重度の高齢者が多く
利用したと考えられる。また，同市は65歳以上
人口割合，65歳以上親族のいる一般世帯の割合
が大きく，在宅で介護する側の高齢化も今回の
結果に影響していると考えられる。今後，介護
する側，介護される側のさらなる高齢化が予想
され，そうなった場合，在宅での介護が一層困
難となる。在宅介護で負担が大きい重度の要介
護度の高齢者を増加させない対策と高齢介護者
の負担を緩和，軽減させる対策が必要である。
北九州市における調査結果が示しているように，
要介護度が重度の高齢者の原因疾患としては
「脳卒中」や「血管性及び詳細不明の認知症」
が多い2)4)6)。従って，基本健診と事後指導の強
化，減塩教室，肥満予防教室，グループホーム
などが予防の点からは重要であると考える。ま
た要介護度が軽度の高齢者が，将来，重度とな
らないために，その介護予防事業も必要である。
古賀市の総給付額は，他と比べてきわめて大

きい増加率であった。ヒアリングの結果，その
要因として，在宅や施設サービスを行う団体，
業者が他地域よりも多く参入してきたこと，１
人当たり平均給付額が増加していることから，
要介護度が重度の認定者，利用者が増加したこ
とが推察される。

Ⅴ

社会の少子高齢化の進行により，社会保障制
度のあり方が問われている。国民の合意の上で
制度改革を進めていくためには，データに基づ
く議論が必要である。本研究が示しているよう
に，介護保険ですでに収集しているデータを用
いることで増加要因とその対策の検討等，地域
公衆衛生行政に役立つ分析が可能である。
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